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　宅地A及び宅地B（図1参照）は、いずれ
も貸宅地で「浸水ハザードマップ」によると

「浸水予想区域」内に所在していた。相続人
は、浸水予想区域内に所在するので土地の利
用価値が著しく低下しているため「タックス
アンサー No.4617　利用価値が著しく低下
している宅地の評価」（以下「本件取扱い」）
に該当するとして、宅地の価額の10%相当
額を控除した価額により評価すべきであると
主張していた。これに対し審判所は、付近に
ある各宅地も浸水予想区域内に含まれている
ことからすると、浸水予想区域内に所在する
ことは付近にある宅地に共通する事情であ
り、付近にある宅地と比較検討してもなお宅
地の取引価額に影響を与えると認められる事
情があるとはいえないと指摘したうえで、そ
の利用価値が付近にある他の宅地の利用状況
からみて著しく低下しているとはいえないこ
とから、本件取扱いにより減額して評価する
ことはできないと判断している。

私道に付された路線価で評価すべきか
　宅地C（図1参照）は、その南側で路線価
の付された南側道路に接する土地である。南
側道路は、被相続人以外の第三者が所有する
私道で、不特定多数の者の通行の用に供する
いわゆる通り抜け道路であった。相続人は、
南側道路は第三者所有の私道であることから
その私道の路線価を正面路線価として評価す
るのは相当ではないとして、宅地Cの東側に
存する道路に付された路線価を正面路線価と
して評価すべきであると主張していた。これ
に対し審判所は、南側道路は第三者が所有す
る私道であるが、不特定多数の者の通行の用
に供されているいわゆる通り抜け道路である
うえ路線価が付されており、宅地Cが接面す
る道路は南側道路のみであると指摘したうえ
で、宅地Cの評価は南側道路に付された路線
価が正面路線価となり、南側通路に付された
路線価を基として計算すべきであると判断し
ている。

　土地の相続税評価額をめぐり、相続人が申告をした土地の相続税評価額が税務署により否
認されるケースは少なくない。税務署の指摘により修正申告に応じる相続人がいる一方で、
税務署の否認を不服として相続人が更正処分等の取り消しを求めて審査請求をする事例も多
数見受けられるところだ。スコープでは、土地のうち宅地の相続税評価額をめぐり複数の争
点が問題となった最近の裁決事例を紹介する（東裁（諸）令6第33号）。いずれも税務署に
よる否認内容が国税不服審判所によって全面的に支持されている（審査請求棄却）だけに、
本事例と似たようなケースでは、相続税申告における土地（宅地）の評価には留意したい。

浸水予想区域内所在も付近と共通の事情、10%評価減は認められず

裁決事例から学ぶ
宅地の相続税評価額

ごみ集積所隣接地、高低差による評価減は?
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